テンカンキ ノ フクシ コッカ ニオケル シャカイ フクシ ウンエイ ニ カンスル ケンキュウ エイコク ギョウセイ カイカク オ メグル フクシ セイサク ノ テンカイ by 岡田, 忠克
氏     名 岡 田 忠 克
学 位 の 種 類        博   士（学  術） 
学 位 記 番 号        第4382号 
学位授与年月日  平成15年9月29日 
学位授与の要件  学位規則第4条第2項該当者 
学 位 論 文 名        転換期の福祉国家における社会福祉運営に関する研究 
－英国行政改革をめぐる福祉政策の展開－ 
論文審査委員        主 査 教 授 白 澤 政 和   副主査 教 授 坂 口 正 之 
副主査 教 授 畠 中 宗 一 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
研究の背景と概要 
 第Ⅰ部 転換期における福祉国家と政治理念 
  第１章 転換期の福祉国家と社会福祉運営をめぐる動向 －市場指向と福祉多元主義 
  第２章 福祉国家の変容と行政改革 －サッチャリズムと福祉政策 
  第３章 福祉国家と「第三の道（The Third Way） －ブレア政権の政治理念と政策実践 
 第Ⅱ部 英国対人福祉サービスをめぐる政策展開 
  第４章 英国におけるコミュニティ・ケア政策の展開 
  第５章 英国における自治体社会福祉行政の役割転換 －供給主体から条件整備主体へ 
  第６章 英国対人福祉サービスと準市場概念（Quasi-Markets） 
  第７章 シチズン・チャーターの制定とコミュニティ・ケア政策 －グロースターシャーの事例から 
  第８章 メジャー政権以降のコミュニティ・ケア政策と近代化 －1997年白書と1998年白書の提案 
  第９章 対人福祉サービスにおける行政評価制度の導入 
  終 章 研究の総括とわが国への示唆 
 
 福祉国家は、転換期を経て新たな段階に入りつつある。20世紀において各国で目標とされた福祉国家とは、
所得保障、医療保障、対人福祉サービスなどの諸政策と完全雇用を基本政策とする。ケインズ経済学に基づい
た混合経済体制である。その役割は、国家が積極的に社会に介入していくことによって資本主義経済が構造的
にうみだす社会問題の解決に向けて取り組むことを目的としている。 
 この福祉国家は、1970年代以降に起こったオイルショックをはじめとする世界的な不況を契機として一転し、
世界的に見直しをせまられた。英国ではサッチャー首相によって、また、アメリカではレーガン大統領によっ
て福祉国家の再編が進められた。わが国においても行財政システムの見直しが進められ、「日本型福祉社会」
の構築を旗印に、補助金の削減や高齢者医療の一部負担などの社会保障・社会福祉改革が推進された。「福祉
国家の危機」と呼ばれた時期以降、各国ではさまざまな改革が行われている。 
 英国では1980年代以降、福祉国家のあり方が大きな課題となった。英国では高齢化への対応、オイルショッ
クによる財政危機に直面する中で行財政改革が実施された。そこでの主要な改革は、国家を必要最低限の役割
を果たすものとして位置づけ、その機能を縮小させていく「小さな政府」の構築を目指すものであった。また、
その戦略は、市場原理を公共サービスに導入し、効率性を重視したサービス供給を指向するものであった。1979
年にサッチャーが政権を獲得して以来、政府はとりわけ支出超過が著しい対人福祉サービス供給のあり方につ
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いての強い関心事となっていた。 
 こうした状況を背景に「福祉国家の危機」以降、プライバタイゼーション、分権化と並んで「福祉多元主義」
（welfare pluralism）といった考え方が、対人福祉サービスの分野で唱えられている。英国では政府の方針に
従って、営利を目的とする民間営利部門が対人福祉サービスを提供していくという動きが強まった。福祉国家
における経済システムは、公的機関と民間企業との「混合経済」を形成しているが、社会福祉部門においても
公的サービスと民間非営利サービスに加えて、民間営利サービスが新しく参入する傾向をみせている。ただ、
1997年の新政権樹立以降、ブレアは福祉国家の見直し、政府の近代化、社会サービスの近代化のためにさまざ
まな政策提案を行っており、これまでの保守党政府が抱えてきた負の遺産を一掃しようとしており、新たな社
会民主主義としての「第三の道」を目指している。 
 
 福祉国家の母国としての英国の位置は、理念・実践とともに、戦後の国家形成において重要な役割を果たし
ている。また、その重要性は単に先進的に福祉政策を展開している点だけでなく、その福祉政策の基盤を構成
する社会的・政治的・文化的要素についても見過ごすことができない。本研究が、英国福祉国家を研究対象に
しているのは以上の理由からである。 
 本研究では、文献研究・英国政府の行政機関から公表されているデータ・先行研究をふまえ、1980年代以降、
いわゆるサッチャリズムと呼ばれる政治姿勢を全面に打ち出したサッチャー政権による行政改革から、90年代
のブレア労働党政権による政策理念とその展開が、どのように福祉政策に影響を与えているかを考察している。
改革の背景にある経済的・政治的要因をふまえ、公的部門である行政が、どのように変容・展開していったか
を、福祉政策の軸である対人福祉サービスを中心に検証している。英国の行政改革における福祉政策実践を通
して、福祉国家の未来像を展望し、社会福祉運営の課題を明らかにすることを目的としている。 
 
 本研究は、「第Ⅰ部 転換期における福祉国家と政治理念」、「第Ⅱ部 英国対人福祉サービスをめぐる政
策展開」の２部10章から構成されている。 
 第Ⅰ部「転換期における福祉国家と政治理念」である第１章から第３章までは、「福祉国家の危機」以降の
福祉国家の動向について検証し、その特質と問題点について明らかにしている。サッチャー政権の樹立からブ
レア労働党政権の発足までの動向を考察し、その特質を明らかにすることによって、対人福祉サービスの展開
に影響を与えた改革理念と政策実践を検証している。 
 第１章では、1980年代以降の転換期にみる福祉国家のイデオロギーについて考察を行い、有力な支配的イデ
オロギーとなった新保守主義の観点から、「福祉国家の危機」の背景について明らかにしている。そして本研
究の対象であり、最もそのイデオロギーの影響を受けた英国が、転換期以降どのような方向性を辿ったのか、
つまりどのようにサッチャー政権が誕生し、ブレア政権につながっていくのかを考察している。最後に本研究
のキーワードの一つである「福祉多元主義」が、どのように英国福祉政策に、そしてわが国の福祉政策に影響
を与えたかを、公的部門以外の役割重視、とりわけ民間部門である企業や家族、ボランティアの重視を通して
明らかにしている。 
 1979年に保守党政権が成立して以来、サッチャー政権は、旧来の福祉国家からの脱却を目指し、硬直的な公
共サービスの改革に乗り出した。サッチャーは、公共サービスに民営化と競争原理を導入することによって効
率的で効果的なサービス供給を目指した。また、地方自治体の財政支出統制によって、急激な伸びを示してい
た対人福祉サービス関連支出の抑制を行った。第２章では、90年代のコミュニティ・ケア改革が、80年代を通
して実施されてきたサッチャー政権の行政改革の延長線上にあることを明らかにしている。英国のコミュニテ
ィ・ケア改革の契機は、1990年のNHS・コニュニティ・ケア法の成立であるが、その背景には、とりわけ福祉
国家の転換、国家役割の縮小、効率的なサービス供給を目指す政府の意図が大きな影響を与えていることを示
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した。 
 第３章では、ブレア労働党と旧来の社会民主主義（オールドレイバー）の政治理念と政策実践、そして保守
党政権の政治理念と政策実践を検証することによって、新生ブレア労働党の目指しているものを明らかにして
いる。1997年５月、「地滑り的勝利」と称された労働党政権が樹立した。18年間に及ぶサッチャー・メジャー
の保守党政権が国民の審判を受けた形であるが、それをもたらした要因は論者によって見解が異なっている。
1997年の総選挙は必ずしも「労働党が勝利を得た」のではなく、「保守党が敗北した」とする見方があり、他
方で労働党がこれまで野党という立場の中で経験した変革に対する強いインセンティブによって実現した党の
基本的理念の転換が、勝利をもたらしたとする議論も見受けられる。ブレアは97年の総選挙の党綱において英
国の「近代化」を訴えた。これは、オールドレイバーが唱えた「揺りかごから墓場まで」の福祉国家路線でも
なく、新保守主義が唱える「小さな政府」とも異なる、「第三の道」によって達成されるとするものである。
本章は、コミュニティ・ケア政策に大きな影響を与えているブレア政権の政策理念とその展開が、「第三の道」
によってどのような方向づけがなされ、政策提案されているかを検証している。 
 
 第Ⅱ部「英国対人福祉サービスをめぐる政策展開」では、英国のコミュニティ・ケア改革を軸に、第Ⅰ部で
考察した政治理念、政策指針がどのような形で具体化され実施されているかを検証している。 
 前半部分（４章、５章、６章、７章）では、サッチャー政権樹立からメジャー政権までの保守党政権下での
コミュニティ・ケア政策の歴史的な展開について検証している。コミュニティ・ケア政策が、サッチャー政権
樹立を挟んでどのように変容・改革されていたのかについて考察しており、改革におけるキーワードである福
祉多元主義がどのように政策的に具体化されているかについて明らかにしている。また、福祉多元主義という
概念と並んで、サッチャー政権の市場指向と「小さな政府」の実現キーワードとしての条件整備主体（enabling 
authority）と準市場（quasi-markets）について考察している。 
 後半部分（８章、９章）については、ブレア労働党政権のコミュニティ・ケア政策について考察しており、
その中でも注目されるベスト・バリュー制度ついて明らかにしている。 
 第４章では、英国のコミュニティ・ケア政策の展開について検証している。わが国の福祉政策は英国を模範
としており、福祉国家の母国としての英国の位置は、理念・実践ともに、重要な役割を果たしている。また、
その重要性は単に先進的に福祉政策を展開している点だけでなく、その福祉政策の基盤を構成する社会的・政
治的・文化的要素についても見過ごすことができない。本章では、コミュニティ・ケア政策の展開を検証し、
政策理念の転換、つまり「福祉多元主義」、「福祉の混合経済」化が、コミュニティ・ケア改革の中でどのよ
うに位置づけられているかを検討している。そして、その動き、改革を方向づけてきた理念、思想の根底にあ
るもの、すなわちパラダイム転換についてもふれている。 
 第５章では、市場重視の文脈の中で、地方自治体の条件整備役割（enabling role）がどのような位置にある
かを検討している。サッチャリズムの改革プログラムは、国家を必要最低限の役割を果たすものとして、その
役割を縮小させていく「小さな政府」の構築を目指しており、その戦略は、市場原理を公共サービスに導入し、
効率性を重視したサービス供給を指向するものであった。ここでいう条件整備役割とは、地方自治体を地域社
会の管理者、あるいは調整者、条件整備者として位置づけるものである。地方自治体は、独占的なサービス供
給主体（providing authority）というこれまでの役割から脱却し、民間営利部門、民間非営利部門、インフォ
ーマル部門などの活動を側面から支援することによって多様なサービス供給を確保・促進し、住民にその責任
を果たしていく条件整備主体へと転換していくことが求められている。地方自治体は、ケアの供給者から購入
者へと転換し、福祉サービスの供給主体の「多元化」を支援し、その提供するサービスに競争原理を導入する
ことによって「市場化」を促し、地方自治体は自らを「条件整備化」していくことを示した。その地方自治体
の条件整備主体の方向性について、「行政管理モデル」「市場モデル」「コミュニティモデル」の３つを提示
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し検証し比較検討している。 
 第６章では、サッチャリズムの改革プログラムである公共サービスへの市場原理の導入、いわゆる準市場
（quasi-markets）の基本的課題を明らかにしている。「準市場」は、これまでのサービス供給を地方自治体が
ほぼ独占してきた体制からの転換を意味するものである。「市場」とは、独占的なサービス供給主体としてそ
の地位を保っていた公的部門による不効率な官僚的なサービス決定・供給から、そのサービス供給に市場原理
を導入し、多様な供給主体による競争を促進していくという意味で、そのサービス領域の市場化を意味してい
る。「準」とは、これまでの、一般的な意味での市場とは、その性格が異なるため、「準」を冠している。し
たがって準市場は、通常の市場とは異なった性質を持つが、その性質の異なる原因は、対人福祉サービスその
ものが有する性格と、伝統的なサービス供給システムによってもたらされていることを示した。 
 第７章では、サッチャー政権による行政改革の実際とその改革に規定されながら制定された NHS・コミュニ
ティ・ケア法が、どのように政策として具体化され、地方自治体に影響を与えていたかについて、シチズン・
チャーターの制定を通して考察している。シチズン・チャーターは、競争を通じた選択肢の多様化、より良い
選択を可能にするための情報公開、また、利用者の視点からの公共サービスの提供を強調すると同時に、設定
された基準を満たしたかどうかに対する行政責任を追究することによって、「公共サービスの質の向上」を追
求し、「支出に見合った価値」を実現していくためのプログラムである。本章ではグロースターシャー州を事
例として取り上げながら、シチズン・チャーター制度の課題について検討している。 
 第８章では、メジャー政権からブレア政権の福祉政策について検討している。はじめに1997年５月の労働党
への政権交代という歴史的な転換の直前に出された保守党政権最後の白書『社会サービス－達成と挑戦（Social 
Services - Achievment and Challenge）』の検討を行っている。ブレア政権は、基本的にはサッチャー、メ
ジャー政権が展開してきたコミュニティ・ケア政策について公式的に否定的な見解はとっておらず、前政権の
コミュニティ・ケア改革の基本的姿勢について受け入れている。この白書では、地方自治体の対人福祉サービ
スに強い関心が持たれており、地方自治体の条件整備役割への転換や規制的役割、効率的なサービス供給につ
いて検討されている。ブレアは政権を獲得して以来、地方制度改革、選挙制度改革、議会制度改革など次々と
政策を実現させ、政府の近代化を進めているが、福祉国家改革については、「福祉のニューディール」と称し
た社会保障改革が、1998年に公表されたグリーンペーパーに従って進められている。コミュニティ・ケア政策
に関してブレア政権は、198年９月に『保健サービスと社会サービスの近代化：全国優先順位ガイダンス
1999/2000年-2001/02年』を公表し、続けて1999年11月には『社会サービスの近代化』を公表し、社会サー
ビス分野の改革に乗り出している。本章は、これらの政策文書を中心にメジャー政権、ブレア政権の福祉政策
を検証している。 
 第９章では、対人福祉サービスの行政評価、とりわけ白書『社会サービスの近代化』で提案されているベス
ト・バリュー制度を軸に検討している。この制度は、これまで実施されてきた強制競争入札制度（compulsory 
competitive tendering）に代わって導入されたものである。硬直的なサービス供給システムを是正し、サービ
スの質と効率性の両面から、サービス事業の達成の度合い（performance）を評価するもので、地方自治体が提
供するすべてのサービスに適用しようとしている。この制度は、中央政府が設定する優先順位に基づいて、質
と効率性の観点から目標を設定しなければならないことになっている。ベスト・バリュー制度の手順は、ベス
ト・バリュー事業達成運営管理フレームワーク（The Best Value Performance Mangement Framework）によっ
て進められることになっているが、対人福祉サービス分野については別個のアセスメントフレームワークが策
定されている。それは、全国的な優先順位と戦略的諸目標、費用と効率性、サービス提供の効果と成果、利用
者と介護者に対するサービスの質、公平なアクセスといった領域に分けられており、それぞれの領域に対応し
て業績達成指標（Performance Indicators）が策定されている。対人福祉サービスの分野において業績達成指
標を用いることで、行政がどのように責任を果たし、非効率的なシステムを改善させていくかを検証している。 
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 終章では、本研究の総括を行っている。サッチャー・メジャー政権による行政改革の中で明らかにした福祉
国家改革とブレア政権の「第三の道」が示す福祉国家の展望から、わが国の福祉政策へ示唆するものについて
考察している。 
 
 本研究によって明らかになったことは英国において、またわが国においてもみられることであるが、サッチ
ャー・メジャー保守党政権において、福祉国家の行政的側面・財政的側面での問題点が過度に注目されている
ことである。国家に求められる「21世紀の社会像」、「福祉国家像」を構築することが求められているにもか
かわらず、行財政改革によって実現可能とされ、効率性があるべき社会を構築する基本的原理になってしまっ
たことは英国としては反省すべきことである。福祉国家の課題が、非政治化され、行政的側面の解決を基本的
な考え方とすることは、社会に歪みを生じさせることになる。また国家自身も、目指すべきもの、進むべきも
のが見えず迷走するしかなく、まさに福祉国家は危機から脱することはできない。ブレア改革は、「第三の道」
と称した国家戦略を打ち立て、今一度国家のあり方を国民に問いかけ、公私のパートナーシップによって、英
国福祉国家の再構築を目指している。転換期の福祉国家を乗り越え、新たな社会を創り出すことの試みとして
は評価されるべきことであるといえる。 
 本研究におけるサッチャー政権の樹立からブレア政権における政治理念、行政改革と対人福祉サービスの展
開の考察から論点を整理すると、以下の六点に整理できる。 
 第一に、従来の福祉国家の理論的基盤の解体である。サッチャリズムの登場は、英国病を発生させた旧来の
福祉国家の展開を、そのまま政策目標として継続させることの限界を明らかにした。そこでは新たな福祉国家
路線が要請され、サッチャーは個人主義、自由主義といったニューライト思想に基づく「小さな政府」で諸困
難を乗り切ろうとした。このことが意味することは、国家の役割を重視し、経済的にも行政的にも国家中心の
システムではなく、自由な個人を重視する社会システムを指向することであった。また、公私機関のパートナ
ーシップという役割分担によって、国家の位置が相対化されることになった。そして非市場活動が大部分を占
めていた福祉国家では考えられなかった、市場における消費者・顧客として国民を位置づけるようになった。
これはコミュニティ・ケア政策やシチズン・チャーター制定にみられた動向であり、結果として旧来の国家中
心、非市場という福祉国家理論は崩壊したといえる。この路線はブレア労働党政権においても同様の動きが見
てとれる。ブレアはオールドレイバーを復活させるのではなく、行き詰まった福祉国家路線の改革を推進する
ために、サッチャー政権の福祉国家路線を踏襲している。これは第３章でも述べたように後戻りすることがで
きない現状を打開するためには不可避であった選択肢であった。この意味で「第三の道」は、きわめて現実的
であるといえる。このように旧来のイデオロギーに固執しない点は、ブレア労働党政権を特徴的な政権である
として評価できる。 
 第二に、国家（行政）の条件整備主体への転換という流れが、サッチャー政権の樹立以降みられるようにな
ったことである。第５章で論証したように、行政は住民に対して直接的にサービスを供給する主体から撤退す
ることになったが、その方向性は住民参加を促進し、公私協働でコミュニティの再建を目指す「条件整備主体」
か、それとも市場の活性化を前面に押し出した「条件整備主体」かの二つの方向性があることが検証できた。
後者は、サッチャーが目指したものであり、前者が、ブレア政権が目指したものであるといえる。ただし、こ
の役割転換は国家（行政）を軽視するものではなく、実際には国家の役割をきわめて重視している。社会主義
的な国家管理機能でなく、新たな社会経済的動向に柔軟に対応できるリーダーシップが発揮できるような国家
機能が重視されている点は注目される。 
 第三に、市場の役割がサッチャー・メジャー政権においても、さらには労働党政権であるブレア政権におい
ても重視されている点である。前者は、公共サービスに市場原理を導入することのメリットを改革の前面に押
し出し諸改革を行った。具体的には、コミュニティ・ケア改革における福祉多元主義の推進や強制競争入札の
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導入、市民を公共サービスの消費者として位置づけるシチズン・チャーターの制定であるが、それには一定の
意義が見いだせる。福祉国家は、元来市場の失敗から発達した国家システムであり、市場に対して不信感を有
していた。しかし、市場の役割をあえて評価しなければならないほど、非効率で利用者に応答的でない状況が、
対人福祉サービス供給をはじめとした公共サービスにみられるようになったということである。ただ市場に対
する評価については、前政権とブレア政権では異なることに注意しておく必要がある。ブレアは無制限に市場
の役割やメリットを評価しているのではなく、公正、社会正義、コミュニティの重視といった「第三の道」で
掲げた政策目標を実現する手段として、市場を積極的に評価し活用することを唱えている。当然、国家の役割
もサッチャー政権の姿勢とは異なるわけである。 
 第四に、「機会の平等」の実現についてである。ブレア政権における福祉国家政策は、サービス供給のあり
方が真に市民の有しているニーズに適しているかという観点から諸改革が実施されている。このなかで国家は、
人びとが今一度社会の一員として活動できるような役割、人びとを社会に復帰させるための役割を担うことを
目的としている。この点は、サッチャー政権と異なる立場である。単なる形式的な「機会の平等」を実現する
のではなく、機会の平等を実現するために、市民の能力を向上させる諸条件の実現をも含めた「機会の平等」
を実現しようとしている。つまり、旧来の福祉国家が掲げた「完全雇用」「職の安定」ではなく「雇用可能性」
の向上を目指しているのである。 
 第五に、市民社会、コミュニティの重視についてである。「第三の道」が目指しているものは「包括的社会
（inclusive society）」と称するもので、その社会では、市民権が尊重され、社会の構成員が互いに市民的政
治的権利と義務を負っているという考え方である。社会の構成員に教育や労働の機会を提供し、公共の空間へ
の参加を権利として保障するものと位置づけている。つまり、個々の市民が一人ひとり有している諸権利の実
現を支援し、また、諸権利に伴う責任を果たすことができるように社会全体の条件整備を行っていくことが政
府の役割とされ、それが「第三の道」の政治が目指すものであるといえる。サッチャー政権では、集権的改革
が実施されており、彼女の中では地方自治体、地域社会は自立した役割を担うべきものとしては位置づけられ
ていなかった。ブレア政権では、地方分権改革や対人福祉サービス改革におけるケア基準委員会の設置にみら
れるように、分権化とコミュニティの重視が伺える。 
 最後の六点目は、政策技術としての対人福祉サービスにおける行政評価制度の導入である。業績達成指標制
度やベスト・バリュー制度の導入によって、民間委託の推進を通した「減量化」や行政の「効率化」のみへの
関心から、理念的には行政の質をも重視したアプローチに転換していることである。そして、その実現のため
に、法律的にも住民の参加が求められており、また、政府のさまざまな文書においても良質のサービスのため
には良質の雇用が必要であるとして、労働者の労働条件へも関心が向けられている。これによって透明性の高
い行政が達成されることが考えられる。わが国においても、近年行政評価が流行している。この流れは本研究
でも考察したようにニュー・パブリック・マネジメント理論の普及によるところが大きい。しかし、重要なこ
とは、サッチャー政権の後期からメジャー政権の10年間において実施されてきた行政評価制度が、試行錯誤の
中から行政の質を高めることと同時に、住民参加による評価を行政評価の軸に据えており、新たな展開を見せ
ていることである。現在のわが国の行政評価制度は、多くは行政による自己評価にとどまっており、ベスト・
バリュー制度のように地方自治体主導で住民参加を義務づけて実施している状況とはほど遠いのが現状である。 
 以上が、本研究において立証したサッチャー政権からブレア労働党政権における福祉国家の論点である。こ
れらの点をふまえ、今後の福祉国家の運営について展望しなければならないが、現時点で定まったものは提示
できない。 
 ただブレア政権で評価できるのは、ブレア政権がオールドレイバーがいう伝統的福祉国家やサッチャーが目
指した新保守主義的福祉国家の路線をありのまま踏襲しているわけでなく、ブレア流に再構成した福祉国家路
線、現実対応型福祉国家路線の実現を目指していることである。これまでの労働党政権が有していた伝統的価
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値である平等、社会的公正は、「第三の道」においても引き継がれているものの、実際の政策としては、労働
党政権がこれまで実施してきた重課税政策や国有化政策、依存をもたらす高福祉政策は放棄され、刷新されて
いる。従来の労働党政権の価値と政策実践は、「第三の道」では現実の社会に対応できうるものだけが採用さ
れている。同様に、サッチャー・メジャー保守党政権が有していた価値と政策実践、例えばサプライサイド・
エコノミクス等現実の社会に対応できうるものは新たに労働党政権の政策として取り込まれている。 
 また、サッチャー政権との違いに着目すれば、サッチャー改革の負の遺産である社会全体の閉塞性を、ブレ
アは自らのリーダーシップによって打破し、同時にサッチャリズムの正の遺産である「強い政府」を国家目標
に掲げている。しかしながら、その「強い政府」についても、単なる市場指向や中央統制というものではなく、
それまで埋もれていた市民社会の構築をクローズアップすることによって、サッチャリズムとは一線を画した
政策展開を行っている。このような政治理念は、社会民主主義と自由主義の双方のイデオロギーをその政治体
制としてきた英国が、どちらの利点も欠点も経験してきた中で、それらをふまえつつ、直面する諸課題からの
模索から導き出された実践的理念であり、その体制は現実対応型福祉国家路線として評価できる。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
 いずれの先進国においても福祉政策の改革が迫られている。これは高齢化や不況といったことを社会的背景
としており、英国での福祉国家の見直しに限らず、日本では「社会福祉基礎構造改革」が進められている。本
論文では、英国での1979年保守党サッチャー政権成立から労働党ブレア首相での現状に至るまでの福祉政策改
革の特徴を、とりわけ対人福祉サービスによるコミュニティ・ケア政策に焦点を当て、具体的には行政機関か
ら公表されているデータ、文献、先行研究を活用し、論述したものである。 
 本論文は英国の福祉政策の改革過程やその特徴を明確にしたというだけでなく、その福祉政策のモデルを英
国に置いてきた日本や他の国々が、英国の改革から何を学ぶべきかを提示しており、学問的だけでなく社会的
にもきわめて有意義な論文であるといえる。 
 本論文の内容は、「第Ⅰ部 転換期における福祉国家と政治理念」、「第Ⅱ部 英国対人福祉サービスをめ
ぐる政策展開」の２部10章でもって構成されている。第Ⅰ部では、サッチャー政権樹立からブレア労働党政権
の動向を概括的に考察し、その特質を明らかにすることによって、対人福祉サービスの展開に影響を与えた改
革理念と政策実践を整理・検討している。第Ⅱ部では、英国の対人福祉サービスについて、第Ⅰ部で考察した
政治理念や政策指針がどのように具体化されてきたかを検討している。以上のように、サッチャーからブレア
までの政治理念やそれに基づく福祉政策改革を全体的に捉え、対人福祉サービスへの具体的な対応を詳細に検
討することで、英国が進めてきた1980年代の保守党政権とその後の労働党政権が採用した政策理念の違いによ
る具体的な福祉政策改革の相違を鮮明にしていることも、本論文の特徴である。 
 第Ⅰ部は３章構成と成っており、第１章では、英国で80年代以降の有力なイデオロギーとなった新保守主義
がどのようにサッチャー政権樹立に関連し、ブレア政権につながっていったかを概括している。第２章では、
サッチャー政権の特徴を整理しており、民営化と競争原理を導入することによって効率的・効果的な対人福祉
サービス供給を目指し、地方自治体の財政支出統制によって、急激な伸びを示していた対人福祉サービス関連
支出の抑制政策について論述している。第３章では、ブレア労働党が目指してきた改革理念を、旧労働党やサ
ッチャー保守党政権の政治理念と政策実践と比較することによって、明らかにしている。ブレアは97年の総選
挙の党綱において英国の「近代化」を訴え、旧労働党が唱えた「揺りかごから墓場まで」の福祉国家路線でも
なく、新保守主義が唱える「小さな政府」とも異なる、「第三の道」によって福祉政策の改革が達成できるこ
とを示した。 
 第Ⅱ部の第４章から第７章は、サッチャー・メジャー保守党政権のコミュニティ・ケア政策の展開について
具体的に検証している。第４章では、「福祉多元主義」や「福祉の混合経済」がコミュニティ・ケア改革の中
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でどのように位置づけられるかを検証し、サッチャー政権での理念・思想でのパラダイム転換を示している。
第５章では、地方自治体が独占的な供給主体という立場から脱却し、自らを地域社会の条件整備者として位置
づけ、民間営利部門、民間非営利部門、インフォーマル部門の活動を側面から支援する条件整備主体へと展開
してきた地方自治体の変容を論証している。第６章では、公共サービスへの市場原理の導入である準市場の基
本的課題について検討し、対人福祉サービスが通常の市場とは異なることは、福祉サービスが持つ特性による
ことと、旧来のシステムと改革されたシステムを統合した結果であると整理している。第７章では、NHS・コミ
ュニティ・ケア法のもと地方自治体で実施しているシチズン・チャーター制度を、グロースターシャー州を事
例に取り上げ、公共サービスの質を向上させ、支出に見合った価値を実現していく制度であると評価している。 
 第８章と第９章は、ブレア政権の福祉政策について検討している。第８章では、ブレアは一部保守党の政策
を継承しながら、1998年９月の『保健サービスと社会サービスの近代化：全国優先順位ガイダンス1999/2000
年-2001/02年』、1999年11月の『社会サービスの近代化』を基に、対人福祉サービス改革を推進しているこ
とを論証している。第９章では、『社会サービスの近代化』で提案されているベストバリュー制度を中心に、
行政評価制度について検証している。これまで実施されてきた強制競争入札制度に代わり導入されたものであ
り、サービスの質と効率性の両面から、地方自治体のサービス事業の達成度合いを評価するものであり、対人
福祉サービスの分野において業績達成指標を用いることで、地方自治体のアカウンタビリティについて検証し
ている。 
 終章では、本研究を総括し、わが国の福祉政策へ示唆することを考察している。 
 
 本論文は、主として、以下の３点でもって高く評価できる。 
 第１は、サッチャー・メジャーが行ってきた福祉政策改革の意義と問題点を明確にしたことである。意義と
しては、新たな福祉国家路線が要請された時期に、国家の役割を重視するシステムから、自由な個人を重視す
る社会システムへの転換を図り、公私のパートナーシップにより国家の位置を相対化させ、国民を対人福祉サ
ービスの消費者・顧客として位置づけたことを明示したことである。具体的には、福祉多元主義の推進や強制
競争入札の導入やシチズン・チャーター制度であるが、著者はそれらに一定の意義を示している。当政権の問
題点としては、行財政改革における効率性・効果性だけが福祉社会を再構築する基本原理になっており、改革
が非政治化され、ひいては社会に歪みを生じさせることになったと厳しく批判している。 
 第２の評価すべき点は、現在進行中のブレア政権の福祉改革を明らかにし、現状を整理している点である。
ブレアは、社会の構成員が互いに市民的・政治的な権利と義務を負う「包括的社会」を目指しており、個々の
市民が一人ひとり有している諸権利の実現を支援し、諸権利に伴う責任を果たすことができるよう社会全体の
条件整備を行っていくことが政府の役割としていることに特徴を見いだしている。そこでは、単なる形式的な
「機会の平等」ではなく、機会の平等を実現するための能力を向上させる諸条件の実現をも含めた「機会の平
等」を実現しようとしている。 
 このようなブレアの政治理念は、社会民主主義と自由主義のイデオロギーの利点も欠点も経験してきた中で、
それらを踏まえつつ、直面する諸課題から模索した実践的理念であり、現実対応型福祉国家路線として評価さ
れると論証していることである。 
 第３の評価できる点は、ブレアが行っている改革が、サッチャー・メジャーの改革との類似点と相違点を明
示したことにある。ブレアは、サッチャー政権の福祉国家路線を一部踏襲し、現状打開に向けて現実的対応を
しており、旧労働党のイデオロギーを政策の判断材料としていない。具体的には、両者はともに、国や地方自
治体を条件整備主体として位置づけ、対人福祉サービス供給での市場原理を重視していることにある。 
 しかしながら、サッチャー・メジャーは市場の活性化を前面に押し出しているのに対して、ブレアは住民参
加によるコミュニティの再建を目指すことを目的に、国や地方自治体を条件整備主体として位置づけていると
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ころに相違があることを論述している。また、ブレアはサッチャーのようには市場の役割を無制限に評価して
おらず、公正、社会正義、コミュニティの重視といった「第三の道」で掲げた政策目標を実現する手段として
市場を活用していることに違いを見いだしている。また、サッチャーの場合は集権的改革であり、地方自治体
や地域社会を自立したものとする位置づけが弱いが、ブレアは地方分権改革や対人福祉サービス改革における
ケア基準委員会の設置にみられるように、地方分権化や地方自治体を重視している点に、大きな相違があると
論証している。 
 以上の３点の評価から、福祉政策改革のフロントランナーである英国から、日本を含めた先進国は、それぞ
れの国の文化や価値、政治体制が異なることを前提にしながらも、いかに福祉政策とりわけ対人福祉サービス
の改革を展開していくべきかについて多大な示唆を得ることができる。 
 
 審査委員会は、以上の評価に基づき、本論文を博士（学術）の学位を授与するに値するものと認定した。 
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